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４）電力 

 （参考） 

  京都府宇治市では、非常用発電機の現状とその対策について明記している。 

 

出典：「宇治市業務継続計画」（宇治市、平成 25 年） 

  

参考資料３

（「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」／内閣府（平成28年2月）より）

●浸水対策の取組事例
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（参考） 

徳島県では、本庁舎の津波浸水被害を最小限に抑えるため、以下の対策を実施し

ている。 

４ 庁舎の津波浸水対策 

南海トラフ巨大地震発生時には，本庁舎は最大で 1.0ｍの津波浸水が想定されており，

これまで地下 2 階に設置されていた，受変電設備，自家発電設備，ボイラー等空調設備

類など，庁舎機能を維持するための重要機器類への被害が懸念されたところである。 

こうしたことから，県では，平成 24 年度から，本庁舎の津波浸水被害を最小限に抑

え，防災拠点施設としての機能強化を図るため，次の工事を実施した。 

○ 1 階出入口等の浸水対策として，「防潮パネル」の設置 

○ 地下 2 階の主要機械室への「水密扉」の設置 

○ 「自家発電設備」及び「受変電設備」の地下 2 階から屋上への移設 

○ 「電源車アクセスポイント」の設置による，電源供給手段の多様化 

○ ライフライン機能を確保するための受水槽の耐震化 

○ 通信・引込回線の浸水対策 

○ 中央監視装置の浸水対策 

※ 耐震性の高い中圧配管都市ガスを用いたエネルギーの多様化 

※ 「防災・危機管理センター」「診療所」「サーバ室」空調の個別化 

（※は平成２６年度実施予定）                  など 

出典：「徳島県業務継続計画〈南海トラフ巨大地震編〉」（徳島県、平成 26 年） 
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